
１．導入１．導入

●消費者被害額推計の目的
消費者政策を検証・評価する上で、消費者被害に伴う経済的損失額等、消費者被害に関連する
数値指標の整備が求められており、より精度の高い実用的な指標を整備することが必要となっている。
このため 今回 消費者被害額の推計を試みているものこのため、今回、消費者被害額の推計を試みているもの。
消費者被害の実態を把握するものとして、全国の消費生活センターに寄せられた相談情報をもとに
したデータベースである国民生活センターのPIO-NETがあるが、これはあくまで消費生活センターに
相談があったもののみが対象であり、日本全体の消費者被害の全体像は必ずしも明らかではない。相談 あ み 対象 あり、 本 体 消費 被害 体像 ず 明 な 。
これに関し、消費者庁設置前の2008年に内閣府により推計が試みられたが、今回、改めて推計方法を
見直し、より精緻なものにすべく検討会を設置し議論したところ。

●「消費者被害に関連する数値目標の整備に関する検討会」について
今回の推計に際し、消費者政策、消費者問題、統計学、社会調査等を専門領域とする有識者等で
構成される「消費者被害に関連する数値目標の整備に関する検討会」を開催し 検討を行 た構成される「消費者被害に関連する数値目標の整備に関する検討会」を開催し、検討を行った。

【委員】 佐藤 香 東京大学 社会科学研究所准教授
◎座長 菅 幹雄 法政大学 経済学部教授 開催実績◎座長 菅 幹雄 法政大学 経済学部教授

◎田口 義明 名古屋経済大学 消費者問題研究所所長
拝師 徳彦 千葉マリン法律事務所弁護士
丸山 千賀子 金城学院大学 生活環境学部教授

【オブザーバー】 増田 悦子 全国消費生活相談員協会専務理事
山戸 康弘 大分県消費生活・男女共同参画プラザ所長

開催実績
第１回 平成25年11月11日（月）
第２回 平成25年12月16日（月）
第３回 平成26年 3月 3日（月）
第４回 平成26年 3月17日（月）
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１．導入１．導入 「消費者「消費者被害額被害額」の推計概要」の推計概要 フローチャートフローチャート

① 平均被害額の算出

・「PIO-NETデータ」から「平均被害額」を算出する。 PIO‐NETデータ
消費者意識基本調査

② 被害件数の推定

・「消費者意識基本調査」より「被害割合」を算出する。

・「被害割合」に国内の「総人口」を乗じて「被害件数」を推定する。

③ 消費者被害額の推定

・①の「平均被害額」に②の「被害件数」を乗じて

「消費者被害額 を推定す

平均被害額の算出

「消費者被害額」を推定する。

被害件数の推定
今回の推計に使用している２つのデータ今回の推計に使用している２つのデ タ

・「消費者意識基本調査」は、平成26年1月16日～2月9日に調査を行い過去１年

間について調査を実施している。

・「PIO-NET」データは、平成25年１月～１２月のデータを抽出している。

消費者被害額の推定

」デ タは、平成 年 月 月 デ タを抽出して る。

（平成26年1月末時点登録分）
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２．消費者意識基本調査の結果２．消費者意識基本調査の結果

• 有効回答数は、６，５２８件。

• 「消費者意識基本調査」の性別構成比は、日本全体
（「人口推計（総務省）」、平成25年９月）とほぼ同じ
であるである。

• 「消費者意識基本調査」の年齢別構成比は、日本全体と
比較すると「60歳代」が大きく、「30歳未満」「70歳
以上」が小さい傾向にある。

女 様 傾向 が• 「60歳代」においては男女とも同様の傾向にあるが、
「30歳未満」では「男性」に、 「70歳以上」では「女
性」に上記の傾向が大きく表れている。

消費者意識基本調査 日本全体 意識調査と日本全体の差

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計

15～29歳 6.8% 7.7% 14.5% 8.8% 8.4% 17.2% -2.1% -0.7% -2.8%
30～39歳 7.3% 7.4% 14.7% 7.6% 7.4% 15.1% -0.3% 0.0% -0.4%

消費者意識基本調査 日本全体 意識調査と日本全体の差

40～49歳 8.2% 9.1% 17.3% 8.2% 8.1% 16.3% 0.0% 1.0% 1.0%
50～59歳 6.8% 7.9% 14.7% 7.0% 7.0% 14.0% -0.1% 0.9% 0.8%
60～69歳 10.5% 10.7% 21.2% 8.1% 8.5% 16.6% 2.4% 2.2% 4.6%

70歳以上 8.8% 8.7% 17.6% 8.6% 12.3% 20.9% 0.3% -3.6% -3.3%
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70歳以上 8.8% 8.7% 7.6% 8.6% 2.3% 20.9% 0.3% 3.6% 3.3%

合計 48.4% 51.6% 100.0% 48.3% 51.7% 100.0% 0.2% -0.2% 0.0%



３．消費者意識基本調査における「被害経験」の的確な把握３．消費者意識基本調査における「被害経験」の的確な把握

「消費者意識基本調査【問６】」から「被害件数の割合」は、８．９％（＝ ５８０件／６，５２８人）。

「人口推計（総務省）」から「15歳以上人口」は、１１０，８６１千人（平成25年9月）。

「推定被害件数」は、「被害件数の割合」 × 「15歳以上人口」 ＝ ９，８４９，７８２件（約９８５万件）。「推定被害件数」は、「被害件数の割合」 × 「15歳以上人口」 ９，８４９，７８２件（約９８５万件）。

今回の消費者意識基本調査における質問

●あなたがこの１年間に購入した商品、利用したサービスについてお尋ねします。
この１年間に、以下にあてはまる経験がありますか

(ア) けが、病気をする等、安全性や衛生に問題があった(33件)

内閣府「国民生活選好度調査」(2,008年）に
おける質問

●あなたは、平成18年４月から平成19年３月ま
での間に 購入した商品や利用したサービスにつ (ア) けが、病気をする等、安全性や衛生に問題があった(33件)

(イ) 機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた(398件)

(ウ) 思っていたよりかなり高い金額を請求された(52件)

(エ) 表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた(161件)

での間に、購入した商品や利用したサ ビスにつ
いて被害を受けたり、また、振り込め詐欺による
被害を受けたことがありますか。

(オ) 問題のある販売手口やセールストークにより契約・購入した(27件)

(カ) 契約・解約時のトラブルにより被害に遭った(23件)

(キ) 詐欺によって事業者にお金を払った（又はその約束をした）(16件)

(ク) その他、消費者被害の経験(47件)

⇒6,528人の回答による被害件数は、580件（8.9％）⇒被害あり「2.6％」、被害なし「97.4％」
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４．消費者意識基本調査４．消費者意識基本調査 調査票抜粋調査票抜粋
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４．消費者意識基本調査４．消費者意識基本調査 調査票抜粋調査票抜粋
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４．消費者意識基本調査４．消費者意識基本調査 調査票抜粋調査票抜粋
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５５．「相談情報」である．「相談情報」であるPIOPIO--NETNETの特性に応じた平均被害額の補正（１）の特性に応じた平均被害額の補正（１）

• 「消費者意識基本調査【問６】」の「⑥商品･サービスの金額（契約購入金額）」の平均値は、１５０，６２５円、「⑦既に支払った
金額（既支払額）」の平均値は、４９，７８９円（共に０円を除く）。

• 「PIO-NET」データの「契約購入金額」の平均値は、１，０５８，７１１円、「既支払額」の平均値は、９８４，１１３（共に０円
を除く）を除く） 。

• 「契約購入金額」「既支払額」ともに「消費者意識基本調査」では「1万円未満」の割合が大きく、「PIO-NET」データでは「1万円
以上」の割合が大きい傾向にある。
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「消費者意識基本調査【問１０】付問２「消費生活センタ へ相談する最低被害金額 は 過半数が「金額に関係なく相談する と

５５．「相談情報」である．「相談情報」であるPIOPIO--NETNETの特性に応じた平均被害額の補正（２）の特性に応じた平均被害額の補正（２）

• 「消費者意識基本調査【問１０】付問２「消費生活センター」へ相談する最低被害金額」は、過半数が「金額に関係なく相談する」と
回答している一方で、4割程度が「1万円以上」の場合に「消費生活センター」へ相談すると回答している（「金額に関係なく相談し
ない」や無効回答を除く ）。

• 前述の金額別構成割合も考慮すると、「1万円未満」の被害は、相対的に「消費生活センター」へ相談されにくい傾向にあると想定さ
れるれる。

⇒ 以上より、「PIO-NET」データを金額「1万円」を境に分割し、別々に平均被害額を算出した上で推計する。

9



「PIO NET」デ タは 「消費者意識基本調査」と比べて 被害金額が小さい案件の情報が少

５５．「相談情報」である．「相談情報」であるPIOPIO--NETNETの特性に応じた平均被害額の補正（３）の特性に応じた平均被害額の補正（３）

「PIO-NET」データは、「消費者意識基本調査」と比べて、被害金額が小さい案件の情報が少
ない傾向にあるため、「１万円」を境界として、それぞれの平均被害額から消費者被害額を求めた
上で、その合計値を消費者被害額として算出する（ただし、「PIO-NET」データの平均被害額の
算出においては、金額未入力データの補正を行わない（未入力データについては金額の区分ができ算 、 額未 補 （未 額
ないため））。

（推定被害件数） １万円未満 １万円以上

契約購 金額 件 件契約購入金額 ５，８７９，４９５件 ３，８８３，５０４件

既支払額（信用供与含む） ５，５６９，１６７件 ３，６２５，４１９件

既支払額 ５，３８６，２６４件 ３，４７６，３９４件

←0円：00.9％ 、1万円未満：59.7％ 、1万円以上：39.4％

←0円：06.7％ 、1万円未満：56.5％ 、1万円以上：36.8％

←0円：10.0％ 、1万円未満：54.7％ 、1万円以上：35.3％

（平均被害額） １万円未満 １万円以上

契約購入金額 ４，１０６円 １，３４７，１６５円

× 「消費者意識本調査【問６⑥⑦】」より

既支払額（信用供与含む） ４，０６２円 １，４３２，８４７円

既支払額 ４，０５８円 １，３５３，３８４円

＝
（基礎推計値）

（消費者被害額） １万円未満 １万円以上 合計＝平成25年方式

契約購入金額 24,141,206,470円 5,231,720,666,160円 約5.3兆円（5,255,861,872,630円）

既支払額（信用供与含む） 22,621,956,354円 5,194,670,737,893円 約5.2兆円（5,217,292,694,247円）
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既支払額 21,857,459,312円 4,704,896,017,296円 約4.7兆円（4,726,753,476,608円）



６６．高齢者被害の特性に応じた平均被害額の補正（１）．高齢者被害の特性に応じた平均被害額の補正（１）
2012年度の契約当事者の年代別構成比

• 「60歳以上」の女性の高齢者においては、「被害経験あり」の割合が「40歳
代」の半分近くまで減少している。

⇒ 高齢者自身は被害と認知していないが、実際は被害に相当する案件が少な
からず存在していると想定されるため 被害額 推計においては 高齢者からず存在していると想定されるため、被害額の推計においては、高齢者
の被害額を補正する必要がある。

国民生活センター「消費生活年報2013」より
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「平成25年版消費者白書（消費者庁）」より



「消費者意識基本調査 は本人からの相談のみを対象としており 家族など本人以外からの相談

６６．高齢者被害の特性に応じた平均被害額の補正（２）．高齢者被害の特性に応じた平均被害額の補正（２）

「消費者意識基本調査」は本人からの相談のみを対象としており、家族など本人以外からの相談
は捕捉していない。一方、高齢者においては本人以外からの相談割合も多く、無視できない状況に
ある。そこで、高齢者における本人以外からの被害額をここで推計する。

高齢者における消費者被害の補正

・高齢者（65歳以上）においては、相談者と契約者が異なる場合（以下、「異なる」）の消費者被害額を追加で算出する。

・「被害件数」については

PIO-NETから、相談者と契約者が異なる相談件数は、本人からの相談件数の 約39.8％ と算出された。（50,399件÷126,535
件）

①「15歳以上の推定被害件数：9,849,782 件」×「高齢者（65歳以上）の割合：23.1%（＝134／580「消費者意識基本調査」より）」

＝「高齢者（65歳以上）において相談者と契約者が同一の推定被害件数：2,275,639 件」

② 2,275,639 件 × 約39.8% ＝ 約９１万件

・「平均被害額」については、「PIO-NET」データより、高齢者（65歳以上）において相談者と契約者が異なる案件から算出する。

被害件数 平均被害額 消費者被害額

契約購入金額 約９１万件 １，３５６，８５１円 約1.2兆円
（1,229,834,821,039円）（1,229,834,821,039円）

既支払額（信用供与含む） 約９１万件 ８３７，８６９円 約0.8兆円
（759,435,245,041円）

既支払額 約９１万件 ８ ８９ 円 約0 7兆円
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既支払額 約９１万件 ７５８，８９４円 約0.7兆円
（687,853,173,766円）



７７．消費者被害額の推計結果．消費者被害額の推計結果

契約購入金額
既支払額

（信用供与含む）
既支払額

商品・サービスの代金（基礎推計） 約5.3兆円
5,255,861,872,630円

約5.2兆円
5,217,292,694,247円

約4.7兆円
4,726,753,476,608円

商品・サービスの代金（高齢者追加分） 約1.2兆円
1,229,834,821,039円

約0.8兆円
759,435,245,041円

約0.7兆円
687,853,173,766円

約 兆 約 兆 約 兆
消費者被害額合計

約６.５兆円
（6,485,696,693,669円）

約1,067万件

約６.０兆円
（5,976,727,939,288円）

約1,010万件

約５.４兆円
（5,414,606,650,374円）

約977万件
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７．消費者７．消費者被害額の被害額の推計結果推計結果 ～契約購入金額と既支払額～～契約購入金額と既支払額～

契約購入金額（約6 5兆円） 請求額に対し 支払 た額と契約購入金額（約6.5兆円） 請求額に対して支払った額とい
う関係であるため、原則、「既支
払額」は「契約購入金額」を下回既支払額（信用供与含む）（約6.0兆円）

支払額 約

る

（例）10万円の工事を契約、まだ

既支払額（信用供与含む）（約 兆円）

既支払額（約5.4兆円）
事 契約、

支払っていないが、解約したい。

→請求額10万円→請求額10万円
→既支払額0円

デ が 全

「信用供与」の置き換え

• 「PIO-NET」データでは割賦販売等の「信用供与」を消費者が利用した場合、「契約購入金額」全額のうち、相談時点で割賦販売等
により支払いが済んだ金額が「既支払額」の欄に記載されている。

• しかし、信用供与の場合、「契約購入金額」を被害として捉えることもできる。（クレジットカードで分割払いにした場合、引き落
としを止めなければ支払いが継続するため、最終的な支払額はその時点の既支払額より大きくなる。）

• そのため、「既支払額」を用いて「消費者被害額」の推計を行う場合、「信用供与」においては「既支払額」を「契約購入金額」に
置き換えて推計することも考えられる。

• 個々のケースによって、苦情内容が異なるため、販売信用であるから「契約購入金額≒被害額」と一概には言えないが、取引上被害
になり得る金額の上限額と考えることができる。
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⇒ 以上の性格を考慮すると、「既支払額（信用供与含む）」（約６．０兆円）が消費者被害額の実態に最も近いものと考えられる。



７．消費者被害額の推計結果７．消費者被害額の推計結果 ～他～他の経済指標等とのの経済指標等との比較～比較～

• 「消費者被害に関する商品・サービス等への支出総額」を他の経済指標等と比較した結果は下表の通りである。

契約購入金額
既支払額

（信用供与含む）
既支払額

（信用供与含む）

消費者被害に関する商品・サービス等
への支出総額

約６.５兆円
（6,485,696,693,669円）

約６.０兆円
（5,976,727,939,288円）

約５.４兆円
（5,414,606,650,374円）

GDP（478兆3,683億円） 約１.４％ 約１.２％ 約１.１％

家計最終消費支出（285兆5,205億円） 約２.３％ 約２.１％ 約１.９％

【参考】英国及びオーストラリアにおける消費者被害額の対GDP比は以下の通りである。

※ GDP、家計最終消費支出は「２次速報値（2014年３月1０日公表）」より

英国 ：約０．２％（＝３０．８億ポンド／１．５６兆ポンド：2012年）

オーストラリア：約１．０％（＝１４２．２億ドル／１．４７兆ドル ：2011年）

※ 英国の消費者被害額は「Consumer Detriment 2012」より

※ オーストラリアの消費者被害額は「Australian consumer survey 2011」より

※ GDPは「National Accounts Main Aggregates Database（UN）」より

※いずれも推計方法が異なるため単純に比較できない。
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７．消費者被害額の推計結果７．消費者被害額の推計結果

• 日本国民の１３人に１人が１年間に何らかの消費者被害にあっている。

• 「消費者被害額（既支払額（信用供与含む）ベース） 」は、ＧＤＰの約１．２％、
家計支出の約２．１％に相当する。

• 被害に遭った方の平均被害額（既支払額）は約５９万円である。

• 国民一人当たりでいうと約４．７万円である。

• このうち消費生活センター等への相談率は約２．５％である。

• 金額的には金融商品、建設・不動産が大きいと見られる（PIO-NET情報から）。

※「消費者被害」とは、ここでは消費者被害に関する商品・サービス等への支出総額を指す。
金 商 建 産 商 ビ 分 金 険 ビ 事 建築 加
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※「金融商品」、「建設・不動産」はPIO-NET上の商品・サービス分類では「金融・保険サービス」、「工事・建築・加工」、
「土地・建物・設備」に該当する。



８．参考資料８．参考資料 「「消費者被害額」消費者被害額」推計値推計値の位置付け及び名称の位置付け及び名称

「広義 消費者被害 としては 下表 ような被害が想定される

種類 内容

全額 商品・サービスの価値の全額滅失

• 「広義の消費者被害」としては、下表のような被害が想定される。
消費者被害に関する商品・
サービス等への支出総額

商
品
・サ

顕
在
化
し

商品・サービスの代金
全額 商品・サービスの価値の全額滅失

一部 商品・サービスの価値の一部滅失

人的 商品・サービスの利用等により発生した二次的人的被害

参
サ
ー
ビ
ス
が
介
在
す

し
て
い
る
被
害

派生被害 物的 商品・サービスの利用等により発生した二次的物的被害

精神的 感情的・精神的な被害

費用 問題の対応に要した費用

参
考
推
計

（高齢者す
る
被
害

問題対応
時間 問題の対応に要した時間

潜在的な被害 気が付いていない潜在的な被害

不満 実質的な被害ではなく 商品 サ ビスへの不満

推
計

（高齢者
補正）

不満 実質的な被害ではなく、商品・サービスへの不満

商品・サービスが必ずしも介在しない被害 詐欺等によって搾取された金額

• 今回は、上記の「商品・サービスの代金（全額）」（詐欺被害を含む）について、「契約購入金額」「既支払額（信用供与含

計
せ
ず

今回は、上記の「商品 サ ビスの代金（全額）」（詐欺被害を含む）について、「契約購入金額」「既支払額（信用供与含
む）」「既支払額」の３つの金額区分により、「狭義の消費者被害額」として推計を行った。この「狭義の消費者被害額」を、
「消費者被害に関する商品・サービス等への支出総額」とした。

• このうち「既支払額（信用供与含む）」による「消費者被害に関する商品・サービス等への支出総額」が消費者被害額の実態に最
も近いものと考えられる。
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も近 も と考えられる。

• また、上記の「商品・サービスの代金（一部）」「派生被害」「問題対応」についても「参考推計」として推計を行った。




